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～取引先のＤＸと海外への販路拡大をサポート～ 

「日本航空株式会社」と業務提携！ 

京都銀行（頭取 土井 伸宏）は、本日（２０２２年４月１４日（木））、日本航空株式会社（代表

取締役社長 赤坂 祐二）と業務提携契約を締結しましたのでお知らせいたします。 

日本航空株式会社では、航空旅客・貨物輸送での事業基盤を活用した中国向け越境ＥＣ※支援

を展開し、地域活性化に取り組んでいます。今回の提携により、当行は、同社が展開するサービス

を通じ、取引先のＤＸおよび海外への販路拡大をサポートしてまいります。 

当行では、今後もさまざまなお客さまのニーズにお応えできるようサポート体制を一層充実

させ、地域の発展と成長に貢献してまいります。 
 

※越境ＥＣ（Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ Ｃｏｍｍｅｒｃｅ）とは、インターネットの通信販売サイトを通じて  

行う国際的な電子商取引のことです。 

記 

提携内容 

提  携  先 

日本航空株式会社（以下、「ＪＡＬ」） 

本社所在地 ：東京都品川区東品川二丁目４番１１号 

代 表 者：代表取締役社長 赤坂 祐二 

サービス内容 

ＪＡＬが運営する中国向け越境ＥＣサイトへの出品 

 ・出品企業（当行取引先）は、ＪＡＬが２０２２年１月に「ＷｅＣｈａｔ※」内に
開設した「日本全国の特産品を集めた越境ＥＣページ」に自社商品を出品でき
ます。 

   ※中国で１２億人以上が利用するインスタントメッセンジャーアプリです。 

 ・ＪＡＬは国内の事業者向けに当事業に関する説明会を開催します。地域活性化
を目的とした各種プロモーションを実施し、ライブコマース、キャンペーン
などを通して、販路拡大をサポートします。 

 ・ＪＡＬが税関手続きなどの複雑な手続きを行いますので、海外への販売経験が
ない取引先にとっても比較的参加しやすいスキームです。 

 ＜本件に関するお問い合わせ先＞   

以  上 

 

 

 

営業本部 法人総合コンサルティング部 TEL：075-361-2293 FAX：075-351-8341 

京都銀行グループでは、従来から「地域社会の繁栄に奉仕する」という経営理念に基づいた企業活動を
行ってまいりました。今後も経営理念のより一層高いレベルでの実践であるSDGs達成に向け、地域の
社会課題の解決に貢献してまいります。なお、関連するプレスリリースにその目標であるSDGsのアイ
コンを明示しております。 

【SDGs】2015年 9月に国連で採択された、経済・社会・環境のあり方についての 2030年まで
の世界共通目標。17のゴールと169のターゲットで構成されている。 


